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ホーチミン日本商工会議所会員企業
アンケート結果概要

目的：ベトナムでは、主に南部で新型コロナの感染が拡大し、厳しい外出制限など社会隔離措置が実施された。「新常態」政策により経済活
動が回復しつつある中、ベトナム南部の日系企業が新型コロナにより受けた影響、現状、課題を把握するため、調査を実施。
対象：ホーチミン日本商工会議所（JCCH）の全会員企業（1041社）
実施期間：11月9日~16日
回答者数：344社（製造業154社、非製造業190社）（回答率33％） なお、回答企業の雇用者総数は104,967名

※製造業33社。なお、製造業（154社）のワーカー職場
復帰率は100%：28社、90%~100%未満：76社、
※※製造業24社。主な移管先は日本、中国、台湾、タイ、
インドネシア、フィリピン等。ベトナムに戻す可能性に
ついては、「予定はない」「現時点では、工場から陽性
者が出た場合、F1扱いにて多くの従業員が隔離施設へ移
動となり、いつ従業員が減るかわからない」「操業規制
リスクが無くなり、安定的な労働力が確保出来れば戻す
ことが可能」など。

影響への対応の主な例

多くの企業は在宅勤務で対応。
但し、3か月以上停止の企業も。

製造業は３オンサイト（※）等で生産。
稼働率50%未満が76社（約半数）
※126社（82%）が実施。
7月以降「操業停止期間なし」は 86社（56%）。
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製造業7-9月稼働状況（154社）
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2021年7月～9月の売上（前年同期と比較）

減少 変化なし 増加 分からない

344社中215社（63％）が売上減少。
うち、減少率50%超が67社。
2022年売上見通しは増加：44%、減少：31%。
影響は継続。

2021年11月19日
ホーチミン日本商工会議所

ジェトロ・ホーチミン事務所

7%

13%

19%

20%

36%

39%

43%

53%

69%

88%

90%

0% 20% 40% 60% 80%100%

金融支援（低利融資等）

イベント等の人数制限等の緩和

経営支援のための補助金

財政出動による国内景気対策

操業・営業再開要件の緩和

税制上の緩和措置

ワクチン接種の推進

濃厚接触者（F1)の定義明確化等

省市間の移動規制の緩和

ビジネス渡航（出張）の容易化

入国者の隔離期間の短縮

ベトナム政府等への要望事項
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販売先からの支払遅延

自社資金繰の悪化

海外市場の低迷

調達コスト上昇

調達の一時的遅延・停止

物流コスト上昇

国内市場の低迷

操業継続コスト（宿泊、検査等）

渡航制限・入国制限

政府指示による操業停止・制限

ベトナム国内での移動制限

業績に影響を与えた要因

影響への対策・対応 実施済 検討中

現地ワーカーの新規採用 44社※ 34社

新規・拡張投資の中止・延期 32社 33社

ベトナムから他国への生産移管 31社※※ 15社

給与・賞与の削減 31社 55社


